
久慈市国土強靭化地域計画の改訂について 新旧対照表 

頁 旧 新 

１ 
４ 計画期間 

本計画の対象とする期間は、令和３（2021）年度から令和７（2025）年度までの５年間とします。 

４ 計画期間 

本計画の対象とする期間は、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年間とします。 
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１ リスクシナリオ別の対応方策とＫＰＩの設定 

第４章の脆弱性の評価結果を踏まえ、強靱化に向けて主に市が取り組むべき、リスクシナリオ別に

対応方策をまとめました。対応方策の取り組みのうち、影響の大きさや緊急度、進捗状況や平時の活

用などを総合的に判断し、計画期間において優先するものを重点化し、取り組んでいきます。 

なお、実施にあたっては施策の進捗度や達成度を定量的に把握するため、できる限りＫＰＩ（重要

業績評価指標）を設定し、現状値（令和元年度末）と目標値（令和７年度末）を記載しました。 

また、各対応方策に対応する個別事業を、別添「久慈市国土強靭化地域計画 実施計画（アクショ

ンプラン）」で示します。 

１ リスクシナリオ別の対応方策とＫＰＩの設定 

第４章の脆弱性の評価結果を踏まえ、強靱化に向けて主に市が取り組むべき、リスクシナリオ別に

対応方策をまとめました。対応方策の取り組みのうち、影響の大きさや緊急度、進捗状況や平時の活

用などを総合的に判断し、計画期間において優先するものを重点化し、取り組んでいきます。 

なお、実施にあたっては施策の進捗度や達成度を定量的に把握するため、できる限りＫＰＩ（重要

業績評価指標）を設定し、現状値（令和元年度末）と目標値（令和８年度末）を記載しました。 

また、各対応方策に対応する個別事業を、別添「久慈市国土強靭化地域計画 実施計画（アクショ

ンプラン）」で示します。 
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住宅・学校等公共建築物の整備・耐震化 

○市有施設の 96％が耐震化済みであるが、個別施設計画による管理運営方針に基づき必要な改修工事等

を実施する。 

○木造住宅などの耐震化に対する必要性、支援制度などの周知に努め、耐震診断・耐震改修を推進し、

耐震化率の向上を図る。 

○小中学校は、耐震診断・耐震改修は実施済みであるが、適切な維持管理に努め長寿命化を図る。 

○社会教育施設、体育施設等の公共施設の適切な維持管理に努め長寿命化を図る。 

具体的な取組  ・市有施設の改修 

・木造住宅耐震診断・耐震改修事業（防災安全交付金事業） 

・小中学校の改修 

・社会教育施設・体育施設の改修 

ＫＰＩ     ・住宅の耐震化率    80.0％→86.0% 

住宅・学校等公共建築物の整備・耐震化 

○市有施設の 96％が耐震化済みであるが、個別施設計画による管理運営方針に基づき必要な改修工事等

を実施する。 

○木造住宅などの耐震化に対する必要性、支援制度などの周知に努め、耐震診断・耐震改修を推進し、

耐震化率の向上を図る。 

○小中学校は、耐震診断・耐震改修は実施済みであるが、適切な維持管理に努め長寿命化を図る。 

○社会教育施設、体育施設等の公共施設の適切な維持管理に努め長寿命化を図る。 

具体的な取組  ・市有施設の改修 

・木造住宅耐震診断・耐震改修事業（防災安全交付金事業） 

・小中学校の改修 

・社会教育施設・体育施設の改修 

ＫＰＩ     ・住宅の耐震化率    80.0％→90.0% 
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無電柱化及び電柱倒壊防止の推進 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

無電柱化及び電柱倒壊防止の推進 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 
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避難行動の支援 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→100.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

避難行動の支援 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→78.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 

66 湾口防波堤の整備 湾口防波堤の整備 



○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤整備要望 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤整備要望 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 
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市街地整備 

  ○総合防災公園が津波発生時の一時避難所として機能をはっきできるように適切な維持管理に努める。 

○都市計画道路の整備を進め、津波発生時に安全な避難ができる市街地整備を図る。 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組   ・幹線街路等の整備（久慈湊大川目線ほか道路改築事業） 

（社会資本整備総合交付金事業） 

・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

市街地整備 

  ○総合防災公園が津波発生時の一時避難所として機能をはっきできるように適切な維持管理に努める。 

○都市計画道路の整備を進め、津波発生時に安全な避難ができる市街地整備を図る。 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組   ・幹線街路等の整備（久慈湊大川目線ほか道路改築事業） 

（社会資本整備総合交付金事業） 

・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 
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避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→100.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

 

避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→78.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→100.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

 

避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→78.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 



・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→100.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→78.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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情報通信利用環境の整備 

○ホームページ及びＳＮＳの活用方法について、他市の事例も含めて検討し改善する。 

○テレビ共同受信施設組合の維持管理支援について県と協議する。 

○携帯電話不感地域解消に向け事業者への働きかけを行い、エリア外地域解消を図る。 

○今後、５Ｇなど情報システム技術の進展などを見据えながら、時代に合った情報基盤の整備の導入を

検討する。 

具体的な取組  ・携帯電話不感地域解消事業 

・夢ネット事業 

・ブロードバンド基盤整備事業 

ＫＰＩ     ・携帯電話不感世帯数  145 世帯→０世帯 

・市整備超高速ブロードバンド回線利用数  734 世帯→1,788 世帯 

情報通信利用環境の整備 

○ホームページ及びＳＮＳの活用方法について、他市の事例も含めて検討し改善する。 

○テレビ共同受信施設組合の維持管理支援について県と協議する。 

○携帯電話不感地域解消に向け事業者への働きかけを行い、エリア外地域解消を図る。 

○今後、５Ｇなど情報システム技術の進展などを見据えながら、時代に合った情報基盤の整備の導入を

検討する。 

具体的な取組  ・携帯電話不感地域解消事業 

・夢ネット事業 

・ブロードバンド基盤整備事業 

ＫＰＩ     ・携帯電話不感世帯数  145 世帯→75世帯 

・市整備超高速ブロードバンド回線利用数  734 世帯→850 世帯 
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避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→100.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

避難行動の支援［１-１再掲］ 

○災害時における避難行動要支援者の避難を支援するため、支援者の登録及び個別計画の策定を推進す

る。 

○社会経済の状況に応じた消防団等の活動形態を導入し団員の確保を図る。また、自主防災組織結成支

援と既存組織への活動支援を行い、地域の防災活動の活性化を図る。 

具体的な取組  ・避難行動要支援者名簿（個別計画を含む）の作成 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

・自主防災組織資機材等整備事業 

ＫＰＩ     ・避難行動要支援者名簿登録率  66.2％→78.0％ 

・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 

76 

 

自主防災組織の育成強化 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

自主防災組織の育成強化 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 

 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 



○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 
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・ 
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災害医療・福祉に携わる人材の育成 

  ○市町村医師養成事業、看護師養成事業、地域医療人材育成事業の継続実施により、将来医療・福祉に

携わる人材の掘り起しと支援を行うとともに、市町村医師養成事業による養成医師の久慈地域への配

置について要望を実施する。 

具体的な取組  ・市町村医師養成事業 

        ・看護師養成事業 

        ・地域医療人材育成事業 

ＫＰＩ     ・市内に就職した養成看護師数（延べ人数）  ２人→７人 

災害医療・福祉に携わる人材の育成 

  ○市町村医師養成事業、看護師養成事業、地域医療人材育成事業の継続実施により、将来医療・福祉に

携わる人材の掘り起しと支援を行うとともに、市町村医師養成事業による養成医師の久慈地域への配

置について要望を実施する。 

具体的な取組  ・市町村医師養成事業 

        ・看護師養成事業 

        ・地域医療人材育成事業 

ＫＰＩ     ・市内に就職した養成看護師数（延べ人数）  ２人→10人 
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無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 
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下水道施設の老朽化対策 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 

            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→72.9％ 

下水道施設の老朽化対策 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 

            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→71.2％ 
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下水道施設の老朽化対策［２-５再掲］ 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 

下水道施設の老朽化対策［２-５再掲］ 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 



            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→72.9％ 

            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→71.2％ 
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住民への災害情報提供 

○地域づくり活動を進め、自主防災組織と連携した地域内の危険個所点検の実施や地域コミュニティ内

での防災情報の共有により災害時の共助を促進する。 

具体的な取組  ・ふるさと未来づくり事業 

        ・自主防災組織結成支援 

ＫＰＩ     ・ふるさと未来づくり事業実施地区数   ６地区→８地区 

        ・自主防災組織結成率  44.3％→100.0％ 

住民への災害情報提供 

○地域づくり活動を進め、自主防災組織と連携した地域内の危険個所点検の実施や地域コミュニティ内

での防災情報の共有により災害時の共助を促進する。 

具体的な取組  ・ふるさと未来づくり事業 

        ・自主防災組織結成支援 

ＫＰＩ     ・ふるさと未来づくり事業実施地区数   ６地区→８地区 

        ・自主防災組織結成率  44.3％→86.2％ 

94 

住民組織等と連携した情報提供 

○地域づくり活動を進め、自主防災組織と連携した地域内の危険個所点検の実施や地域コミュニティ内

での防災情報の共有により災害時の共助を促進する。 

○消防団分団長や自主防災組織との連絡体制の多重化を図る。 

具体的な取組  ・ふるさと未来づくり事業 

        ・自主防災組織結成支援 

ＫＰＩ     ・ふるさと未来づくり事業実施地区数   ６地区→８地区 

        ・自主防災組織結成率  44.3％→100％ 

住民組織等と連携した情報提供 

○地域づくり活動を進め、自主防災組織と連携した地域内の危険個所点検の実施や地域コミュニティ内

での防災情報の共有により災害時の共助を促進する。 

○消防団分団長や自主防災組織との連絡体制の多重化を図る。 

具体的な取組  ・ふるさと未来づくり事業 

        ・自主防災組織結成支援 

ＫＰＩ     ・ふるさと未来づくり事業実施地区数   ６地区→８地区 

        ・自主防災組織結成率  44.3％→86.2％ 
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・ 
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港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 

 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 
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港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 



        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 
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港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 
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下水道施設の防災機能の強化 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 

            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→72.9％ 

下水道施設の防災機能の強化 

○下水道ストックマネジメント計画を策定し、下水道施設の耐震化や施設更新に取り組み、防災機能の

強化を図る。 

○漁業集落排水施設機能保全計画に沿って計画的な施設更新に取り組み、防災機能の強化を図る。 

具体的な取組  ・下水道施設耐震化事業 

・下水道施設更新事業 

（社会資本整備総合交付金事業） 

            ・漁業集落排水施設等更新事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

ＫＰＩ     ・汚水処理施設普及率  63.3％→71.2％ 
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港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,415ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 

港湾・漁港の耐震・耐津波強化・老朽化対策［２-１再掲］ 

○湾口防波堤の築堤工事の確実な進捗を図るよう要望を実施する。 

○久慈港の耐震化・耐津波強化の要望を継続し、耐震強化の実現を図ることで災害に強い港を整備す

る。 

○漁港施設の機能保全計画を策定し老朽化対策を実施するとともに、耐震・耐津波対策を進め、地域の

水産業の維持や物流拠点の強化を図る。また、漁業集落の防災機能を強化する。 

具体的な取組  ・国・県に対する湾口防波堤・港湾整備要望 

        ・漁港施設機能強化事業 

        ・漁業集落環境整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

・地域水産物供給基盤整備事業（農山漁村地域整備交付金事業） 

        ・地域水産物供給基盤機能保全事業 

ＫＰＩ     ・湾口防波堤概成状況  2,575ｍ→3,098ｍ 

        ・漁港の機能保全計画策定率 25.0％→100.0％ 
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無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 



具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 
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自主防災組織の育成強化［１-６再掲］ 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

自主防災組織の育成強化［１-６再掲］ 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→78.9％ 

無電柱化及び電柱倒壊防止の推進［１-１再掲］ 

○市道の無電柱化事業計画に沿って、市道久慈駅東口線及び市道駅前通り線の無電柱化工事を行い、災

害時における緊急車両や避難などの安全で円滑な通行を確保する。 

具体的な取組  ・市道久慈駅東口線 及び 市道駅前通り線無電柱化の整備 

（防災・安全交付金事業） 

ＫＰＩ     ・無電柱化率  19.5％→54.3％ 
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自主防災組織の育成強化［１-６再掲］ 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

自主防災組織の育成強化［１-６再掲］ 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 
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地域防災力の強化 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

○消防団等の確保とスキルアップを行うとともに活動環境の整備を行う。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

        ・消防ポンプ自動車整備事業（石油貯蔵施設立地対策交付金事業） 

        ・消防屯所等整備事業 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→100.0％ 

・消防屯所耐震化率   83.6％→100.0％ 

地域防災力の強化 

○災害発生時に、地域で対応できる体制を整えるため、自主防災組織の組織化の働きかけを行うととも

に、組織化している地域については活動の活性化を図る。また、自主防災組織活性化研修会などの実

施により共助による地域防災力の強化に努める。 

○消防団等の確保とスキルアップを行うとともに活動環境の整備を行う。 

具体的な取組  ・自主防災組織資機材整備事業 

        ・自主防災組織活性化研修会の開催 

・消防団協力事業所との連携と機能別消防団制度の導入促進 

        ・消防ポンプ自動車整備事業（石油貯蔵施設立地対策交付金事業） 

        ・消防屯所等整備事業 

ＫＰＩ     ・自主防災組織の組織率    44.3％→86.2％ 

・消防屯所耐震化率   83.6％→100.0％ 

 


